
 

 - 1 - 

 

事例番号：２６００３７ 

原 因 分 析 報 告 書 要 約 版 

 

産 科 医 療 補 償 制 度 
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１．事例の概要 

２回経産婦。妊産婦は子宮筋腫（１０ｃｍ大）を合併していたが当該分娩

機関で助産所での出産には問題がないとされていた。妊娠３７週に当帰建中

湯（漢方薬）が処方された。妊娠３８週６日に陣痛発来し、搬送元助産所へ

入院となった。入院時子宮口の開大６ｃｍで、胎児心拍数がドップラ法で１

２０拍／分台であった。陣痛開始から約２時間、子宮口の開大６ｃｍ、児頭

の位置Ｓｐ－２ｃｍ、胎胞（＋）で助産師は人工破膜を行った。羊水混濁が

（＋）であった。羊水混濁確認後６０分毎または、９０～１２０分毎にドッ

プラ法で胎児心拍数が聴取され、１３０～１５０拍／分であった。陣痛開始

から８時間３０分後からは約６０分毎にドップラ法で胎児心拍が確認され、

１２０～１５０拍／分であった。陣痛開始から１１時間４５分後、助産師が

ドップラ法で胎児心拍数を確認したところ、６０～８０拍／分台であり救急

車を要請した。救急車要請後２７分で当該分娩機関に搬送した。子宮口全開

大を確認し、その３分後に吸引分娩で児が娩出された。胎盤後血腫がみられ

たことから、分娩後に常位胎盤早期剥離と診断された。分娩時の出血量は５

６５ｍＬであった。 

児の在胎週数は３８週６日で体重は３０７２ｇであった。臍帯動脈血ガス

分析値は、ｐＨ６．８２１、ＰＣＯ２７６．２ｍｍＨｇ、ＰＯ２３３．５ｍｍ
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Ｈｇ、ＨＣＯ３
－１１．７ｍｍｏｌ／Ｌ、ＢＥ－１９．９ｍｍｏｌ／Ｌであっ

た。出生直後よりバッグ・マスクによる人工呼吸が行われ、アプガースコア

は生後 1 分３点（心拍２点、皮膚色 1 点）、生後５分６点（心拍２点、呼吸１

点、反射１点、皮膚色２点）であった。その後、自発呼吸が持続しないため、

生後１０分に気管挿管が行われ、人工呼吸器が装着された。生後約５０分の

動脈血ガス分析の結果ｐＨ６．８４３、ＰＣＯ２４５．８ｍｍＨｇ、ＰＯ２５

７．１ｍｍＨｇ、ＨＣＯ３
－７．４ｍｍｏｌ／Ｌ、ＢＥ－３４．２ｍｍｏｌ／

Ｌで炭酸水素ナトリウムが投与された。ＮＩＣＵでの管理が必要と判断され、

出生後約２時間に新生児搬送となった。蘇生処置が行われた後、脳低温療法

が必要と判断され、脳低温療法が実施できるＮＩＣＵへ搬送された。生後６

日の頭部ＣＴで低酸素性虚血性脳症と診断された。 

本事例は助産所から病院に母体搬送された事例であり、搬送元助産所では

助産師４名（４年～４０年）が関わった。当該分娩機関では産婦人科専門医

２名（経験２６年、３０年）、救急科医１名（経験１１年）と、助産師３名（経

験２年、６年）が関わった。 

 

２．脳性麻痺発症の原因 

本事例における脳性麻痺発症の原因は、分娩中の低酸素・酸血症であると

考えられる。 

低酸素・酸血症の原因は、陣痛発来後、正常胎児心拍数を維持していた状

態より突然の胎児徐脈が発症した経過を考慮すると、臍帯圧迫が出現し臍帯

血流障害が生じた可能性が高い。  

胎児に重症の低酸素・酸血症を発症させるような常位胎盤早期剥離が発症

していた可能性も否定はできない。 

重症の酸血症が出生後 1 時間以上持続したことが、脳性麻痺の重症化に関
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与した可能性もある。 

 

３．臨床経過に関する医学的評価 

搬送元助産所が、子宮筋腫合併と分娩時多量出血の既往がある妊産婦を助 

産所で管理することについて、当該分娩機関と十分協議しなかったことは一 

般的ではない。妊娠３６週の骨盤位を助産所で管理したことは一般的ではな 

い。陣痛発来による入院後、間欠的胎児心拍数の聴取間隔は基準から逸脱し 

ている。また、分娩監視装置を保有しているにもかかわらず、羊水混濁を認 

め分娩の進行がみられない状況で間欠的胎児心拍聴取のみであったことは一 

般的ではない。また、当該分娩機関と協議することなく分娩管理を続けたこ 

とは、基準から逸脱している。胎児徐脈を確認した後、直ちに当該分娩機関 

に母体搬送を行ったことは一般的である。胎児徐脈確認後、分娩の進行状態 

の確認を行わなかったことは一般的ではない。 

当該分娩機関において、緊急母体搬送受け入れから、約３分後に児を急速

遂娩したことは適確である。 

新生児蘇生および児の状態について、詳細な記録がないことは一般的では

ない。 

 

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）診療行為について検討すべき事項 

（１）搬送元助産所に対して 

ア．助産所での妊娠・分娩管理について 

助産所で妊娠・分娩管理可能事例か否かについての基準の再検討な

らびに当該分娩機関との緊密な連携・連絡が必要である。 

また、本事例において分娩管理中に分娩監視装置は装着していなか
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った。「助産所業務ガイドライン２００９年改訂版」ならびに「産婦人

科診療ガイドライン－産科編２０１１」に準拠した、分娩管理を行う

ことが必要である。 

イ．分娩監視装置およびＮＳＴの装着について 

  胎児の健常性を確認するためには、分娩監視装置およびＮＳＴの装 

着を一定時間（２０分以上）行い、正常胎児心拍数パターンであるこ 

とを確認することが望まれる。  

（２）当該分娩機関に対して 

   ア．助産所との情報共有について 

助産所から紹介された子宮筋腫合併がある分娩時多量出血既往妊産

婦の情報共有や助産所で妊娠管理の継続の可否についてなど、連携を

密にすることが望まれる。 

   イ．新生児の記録  

本事例において、ＮＩＣＵに入院するまでの児の状態に関する記録

が不十分であった。観察した項目・処置等については診療録に記録す

ることが望まれる。 

 

２）設備や診療体制について検討すべき事項 

（１）搬送元助産所に対して 

   特になし。 

（２）当該分娩機関に対して 

   特になし。 

 

３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 
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ア．分娩監理の基準について 

「助産所業務ガイドライン２００９年改訂版」によると、分娩監視 

    装置を用いた連続的な胎児心拍モニターを実施しない場合、「分娩第Ⅰ 

期に潜伏期は３０分毎、活動期は１５分毎、第Ⅱ期は５分毎」に胎児 

心拍聴取を行うことが推奨されている。 

一方、「産婦人科診療ガイドライン－産科編２０１１」では、まず分 

    娩監視装置を用いて正常胎児心拍数パターンを確認するという前提の 

もとではあるが、分娩第 I 期の間欠的胎児心拍数聴取は１５分から９ 

０分毎に行うと規定されている。間欠的胎児心拍数聴取に関して助産 

所業務ガイドラインと産婦人科診療ガイドラインの基準には乖離が認 

められる。本事例のような突然の徐脈から胎児心拍数が回復しない事 

例を集積し、それらの解析により、ローリスク妊娠における分娩管理 

基準の再検討と助産所業務ガイドラインと産婦人科診療ガイドライン 

について両者で情報交換し、連携することが望まれる。 

  イ．分娩監視装置の設置について 

    子宮筋腫合併や分娩時多量出血の既往のある妊産婦など、突然胎児 

心拍数が低下するなどの急変の原因を知るためや、それに早期に対応 

するために、助産所においても分娩監視装置による連続監視ができる 

ような体制を整えることが望まれる。 

（２）国・地方自治体に対して 

特になし。 

 


